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(c) 業務の目的 

M7.5 級のプレート境界型地震が繰り返し発生する宮城県沖では、次の地震の発生が切迫

していると考えられており、その発生時期および規模の予測精度の向上が急がれる。本業

務では、宮城県沖地震時に破壊すると考えられるアスペリティの固着状況やその周囲にお

ける準静的すべりの状態が時空間的にどのように変化しているかを監視するための方策を

開発することを目的とする。 

アスペリティの状況把握の高度化のためには、プレート境界面の形状や境界面とその周

囲における中小の地震活動の空間分布を高精度で明らかにする必要があり、文部科学省事

業である「宮城県沖地震に関するパイロット的な重点調査観測」（以下「パイロット重点観

測」と称する）によってこの領域において開始された海底地震観測網による長期繰り返し

地震観測を発展的に継続することによりこれを実現する。 

アスペリティ周囲での準静的すべりの時空間的な変動を監視するためには、本業務では

GPS 観測による地表面の変位速度分布からプレート境界面上でのすべり分布を推定しその

時間変化を捉えること、プレート境界面上での小繰り返し地震である相似地震のすべり量

と震源分布からすべり分布を推定しその時間変化を捉えることが効果的であると考えられ

る。特に「監視」という観点からは、高信頼度のすべり量分布を迅速に推定することが重
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要であり、そのための技術開発を推進する。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成１７年度： 

これまでに宮城県沖の周辺で行われた地震観測のデータを解析し、2005 年 8 月 16 日に

発生した M7.2 の地震の破壊域を詳細に明らかにするとともに、1930 年代や 1978 年に発

生した過去の宮城県沖地震の破壊域との関係を考察した。また、震源域とその周辺にお

ける地震波速度構造モデルを構築した。さらに、GPS 観測および相似地震活動の解析に基

づき、宮城県沖周辺における準静的すべりの実態把握を開始した。 

2) 平成１８年度： 

海底地震計の入れ替えにより、平成 17 年度に観測を開始した５点の海底観測点におけ

る地震観測を継続するとともに、気象庁と共同して４～１０月の間短期観測型海底地震

計を用いた機動的な海底地震観測を行った。こうした観測により新たに得られるデータ

を従来の海底地震観測データに加え、想定震源域周辺の精密な震源分布を求めた。さら

に、GPS 観測および相似地震活動の解析に基づき、宮城県沖周辺における準静的すべりの

実態把握を継続した。 

3) 平成１９年度： 

海底地震計の入れ替えにより、平成 18 年度に観測を開始した６点の海底観測点におけ

る地震観測を継続するとともに、気象庁と共同して４～１０月の間短期観測型海底地震

計を用いた機動的な海底地震観測を行った。こうした観測により新たに得られたデータ

を従来の海底地震観測データに加え、想定震源域周辺の詳細な地震活動、地震波速度構

造および発震機構解の推定を行った。さらに、GPS 観測および相似地震活動による準静的

すべり状態の監視の継続・改良を行い、宮城県沖周辺における準静的すべりの実態把握

を行った。 

4) 平成２０年度： 

海底地震計の入れ替えにより、繰り返し海底地震観測を継続するとともに、気象庁と

共同して短期観測型海底地震計を用いた機動的な海底地震観測を行う。こうした観測に

より新たに得られるデータを従来の海底地震観測データに加え、プレート境界面上およ

び面外それぞれにおける地震活動の分離を行い、それぞれの位置での地震活動特性の抽

出に努める。さらに、GPS 連続観測および相似地震活動の解析の準リアルタイム化に基づ

く、宮城県沖周辺における準静的すべり状態の監視システムの開発を進める。 

5) 平成２１年度： 

海底地震計の入れ替えにより、繰り返し海底地震観測を継続するとともに、気象庁と

共同して短期観測型海底地震計を用いた機動的な海底地震観測を行う。こうした観測に

より新たに得られるデータを従来の海底地震観測データに加え、プレート境界面内・外

の地震活動度およびその特性の時空間的な変動の解明に努める。さらに、GPS 観測および
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相似地震活動の解析の準リアルタイム化に基づく、宮城県沖周辺における準静的すべり

状態の監視システムの実用化に目途をつける。 

 

(e) 平成 19 年度業務目的 

長期観測型海底地震計の回収・再設置による繰り返し連続地震観測を継続して行うとと

もに、気象庁と共同して、短期観測型地震計を用いた多点地震観測を実施し、従来取得さ

れている海底地震観測データとの併合処理により、１）宮城県沖のプレート境界およびそ

の周辺における地震波速度構造モデルの高精度化、２）宮城県沖で発生する小地震の詳細

な震源分布と発震機構解の解明を解明する。特に、2005 年 8 月の地震(M7.2)の前後にみら

れた地震活動度の時間変化について、活動度を時間変化させた地震の震源位置と発震機構

解を明らかにすることにより、どのような機構でそうした変化が起こったのかをモデル化

を目指す。 

準静的すべりの時空間発展の準リアルタイム・モニタを実現するために、GPS 観測および

相似地震観測データを準リアルタイムで処理するためのシステムの開発と実用化のための

改良を継続して進める。本学が宮城県内を中心とした地域で整備しつつある陸上 GPS 観測

点のデータと従来の観測点および GEONET のデータとの併合解析を進め、それにより得られ

る地表の変位速度場を用いた逆解析を高度化し、プレート間すべり分布の時空間変化を即

時的に検知できるようなシステムの開発を継続して行う。また、リアルタイム収録されて

いる陸上観測網の地震波形データから相似地震を同定し、その位置とすべり量を高精度か

つ準リアルタイムで推定するための自動処理手法の開発を継続して行い、プロトタイプ・

システムの完成を目指す。 

 

(2) 平成 19 年度の成果 

(a) 業務の要約 

 宮城県沖においては、東京大学地震研究所および気象庁地震火山部と共同で長期繰り返

し海底地震観測を平成 14 年度以来行っており、本年度もこの観測を継続して実施した。今

年度は、こうした海底地震観測データを用いた2005年 8月 16日に宮城県沖で発生したM7.2

の余震活動に関する研究を継続して行った。特に P 波初動極性と陸上観測点の S/P 振幅比

を用いることで、小地震の発震機構解を多数推定した。得られた発震機構解の特徴から地

震をプレート境界で発生した地震（プレート境界型）とプレート境界以外（非プレート境

界型）に分類した。プレート境界型の地震は、主に 2005 年の M7.2 の地震のアスペリティ

近傍と余効すべり量が特に大きな領域内に集中して発生した。一方で余効すべり量の大き

な領域の周辺で発生した地震の多くは、非プレート境界型の発震機構解を示すことが分か

った。分類した地震と余効すべりの分布について時空間的な対応関係を調べた結果、プレ

ート境界型地震は、主に余効すべりのすべり速度が大きい期間に発生することが分かった。

また宮城県沖から福島県沖にかけて海底地震観測網と陸上地震観測網の走時データを併合
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処理することにより、宮城県沖地震のアスペリティに対応したマントルウェッジ内および

海洋性地殻内の地震波速度異常を見いだした。 

 2005 年 8 月 16 日の宮城県沖の地震(M7.2)の発生後における、想定宮城県沖地震の震源域

のプレート間すべりの推移を GPS 連続観測データから精確に推定するに際して、他の領域

でのプレート間カップリングの変化に起因する地殻変動の影響を除く必要が生じた．そこ

で東北地方広域の GPS 観測データを解析し、2002 年以降のプレート間カップリングの時空

間変化を推定した。解析の結果、2006 年中旬から宮城県沖のプレート境界地震発生域の深

部延長において、カップリングが弱まっている、もしくは消滅していることが観察された。

また、1994 年三陸はるか沖地震(M7.6)の震源域における固着がほぼ回復を完了しているこ

とが示唆された。 

相似地震モニタリングを、関東地方(北緯 35 度から 36.5 度)をモニタリング領域に加え

て、過去のデータに遡って適用するとともに、最新のデータに基づくモニタリングを継続

した。また、解析の高速化の準備として自動処理震源に基づく波形切り出しを始めた。 

想定宮城県沖地震の北側のアスペリティ付近で 2007 年 12 月 25 日に発生した、M5.6 のプ

レート境界地震の余効すべりに関して、GPS 連続観測データ並びに相似地震の活動を基に、

想定宮城県沖地震への影響を検討した。GPS データの解析からは地震時変動以外の有意なプ

レート間すべりは宮城県沖には推定されず、また相似地震活動も想定宮城県沖地震の震源

域では顕著な活発化はなかったことから、この地震に伴う大きな余効すべりは発生してお

らず、依然、想定宮城県沖地震の北側のアスペリティは強く固着していることが示された。 

 

(b) 業務の実施方法 

平成 18 年度に設置した 6 台の長期観測型海底地震計による海底地震観測を 11 月まで継

続して実施し、回収したデータの処理を東京大学と共同して行った。また、長期観測型海

底地震計 5 台を 4 月に設置して 20 年 5 月までの予定で連続海底地震観測を実施している。

また、気象庁と共同して、短期観測型海底地震計を用いた地震観測を 4～10 月の間実施し

た。この観測は、6月にいったん機材を入れ替えることにより、約 6ヶ月間にわたりほぼ連

続して行った。 

2005 年 8 月 16 日に宮城県沖において発生した M7.2 の地震およびその余震を観測した海

底地震計と陸上の地震観測網のデータとを併合処理することにより、地震波速度構造およ

び発震機構解を詳細に推定した。また、2006 年の GPS 連続観測による地表変位速度データ

および小繰り返し地震活動を解析することにより、プレート境界面上におけるすべりの時

空間的な分布について、2005 年の宮城県沖地震発生後から継続して推定するとともに、地

震活動度との対応関係についての詳細な検討を行った。 

2002 年から 2006 年の 5年間の GPS 連続観測データから、各観測点におけるアンテナ交換

に伴う擬似的な変動、地震時変動及び年周･半年周変動成分を、一定期間の長期トレンドと

同時に推定し、求まった長期トレンドに測地逆解析手法を適用し、プレート境界での滑り
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欠損量の推定を行なった。 

相似地震に関しては、対象領域で発生した新しい地震について一定の基準に合致するも

のを相似地震とし、モニタリングを遡及ならびに継続した。この処理のための解析ルーチ

ンの開発を行なった。 

 上記のように推定された長期トレンドを除いた GPS 観測点の変位時系列並びに相似地震活

動データを用いて、2007 年 12 月 25 日の地震後のプレート間カップリングの変化について

検討した。 

 

 (c) 業務の成果 

 1) 繰り返し海底地震観測 

図 1 に、本年度実施した海底地震観測の観測点配置を示す。今年度の観測は、観測点

の配置が異なる次の５期に分けられる。 

 

第一期：平成 18 年 11 月 15 日～平成 19 年 4 月 27 日 

第二期：平成 19 年 4 月 27 日～6月 21 日 

第三期：平成 19 年 6 月 21 日～10 月 22 日 

第四期：平成 19 年 10 月 22 日～ 11 月 20 日 

第五期：平成 19 年 12 月 11 日～  

 

第一期では、本業務で昨年 11 月に設置した長期観測型海底地震計 6台で地震観測が行

われた（図 1a）。 

第二期は、気象庁と共同で行った観測期間であり、4 月に気象庁観測船「凌風丸」に

より５観測点に長期観測型海底地震計を、7 観測点に短期観測型海底地震計を設置した

（図 1b）。 

第三期も、気象庁の共同で行った観測期間であり、６月に気象庁観測船「高風丸」に

より短期観測型７観測点の入れ替え作業および４観測点に短期観測型の設置作業を実施

した。これらの観測は、11 月に「高風丸」で回収するまで観測を継続して行った（図 1c）。 

第四期は、第二期で設置した長期観測型観測点５点による観測期間で、５台の長期観

測型地震計を独立行政法人海洋研究開発機構の「白鳳丸」により 11 月に回収した（図

1d） 

第五期は、ヘリコプター（朝日航洋）を用いて５観測点に長期観測型地震計の設置作

業を行った（図 1e）。この観測は、現在も観測を継続中である（平成 20 年 12 月回収予

定）。 

これらの海底地震観測のデータの処理は第四期の途中までが終了している。 
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2) 宮城県沖の地震活動と地震波速度構造 

 2005 年 8 月 16 日 11 時 46 分に M7.2 の地震が宮城県沖において発生した。本震の波形

解析などによって推定された発震機構解は低角逆断層型であり、この地震がプレート境

界で発生した地震であることを示す。この地域では、前回発生した 1978 年宮城県沖地震

（M7.4）に至るまで、およそ 40 年間の再来周期をもってプレート境界型地震が繰り返し

発生しているとことが明らかになっており、次のプレート境界型地震の発生に至る過程

を明らかにすることが本業務の重要な目的の一つである。 

昨年度までの調査観測の結果、2005 年の地震は 1978 年宮城県沖地震時に破壊された

アスペリティの一部だけを破壊したものであり、主要な部分が未破壊のまま残されてい

ると推定された(例えば、Yaginuma et al., 2006; 海野・他, 2007)。従って、未破壊の

アスペリティに周囲のプレート間の非地震性すべりにより、ひずみが蓄積されていく過

程を解明することが、次に発生する地震の時期や規模を予測する上で、決定的に重要で

ある。そこで GPS 連続観測データと小繰り返し地震活動によるプレート間すべりのモニ

タリングと、および海底地震観測データに基づく余震活動の詳細な時空間分布から、未

破壊域へのひずみ蓄積過程および余効すべり域の時空間発展を推定した。 

2005 年の地震発生(2005 年 8 月 16 日)前の 2005 年６月から 2006 年 6 月までのデータ

を用いて、宮城県沖周辺の地震活動を調べた。図 1 に示すように OBS は宮城県沖の水深

が浅い領域に設置されていない。そのため、OBS のみでは想定宮城県沖地震の震源域の

西側の観測点配置に偏りが生じる。よって、 震源域に近い太平洋岸の陸上の観測点のデ

ータを併せて用いた。 

陸上の観測点は、東北大学大学院理学研究科附属地震・噴火予知研究観測センターに

よる微小地震観測網、独立行政法人防災科学研究所の高感度地震観測網（Hi-net）と気

象庁によって整備されている観測網の太平洋沿岸部の観測点を用いた。OBS によって得

られた連続波形記録に対しては、OBS の設置前および回収後に行った OBS の内部時計と

GPS 時計との時刻差を用いて時刻ずれの補正を行った。海底においてはレコーダ内部の

温度の変化は少ないため内部時計の水晶振動子の発振周波数の変動は小さいと考えられ

ること、また観測期間が比較的短いことから、 OBS の内部時計と GPS 時計の時刻差は線

形に変化すると仮定し、設置前と回収後に得られた時刻差を線形補間することによって

補正を行った。時刻補正を行った連続波形記録は、波形験測支援プログラム win（ト部・

束田, 1992）のデータフォーマットに変換された後に、全 OBS 観測点の波形データを統

合した上で 1分長のファイルに切り出し、これを波形データベース化した。本研究では、

OBS によるデータが得られている期間中に発生した地震のうち、気象庁一元化処理によ

って震源が決められているものを解析の対象とし、これらの地震について OBS および陸

上観測点の波形記録からP波およびS波の到達時刻とP波初動極性の読み取りを行った。 

震源決定にあたっては、まず OBS 観測点直下の堆積層と基盤岩との間で生じる PS 変換

波を用いて堆積層による走時遅れを求めて補正した上で絶対走時を用いた通常の震源決
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定を行った。次にその結果を初期震源分布として、ダブルディファレンス法（Waldhauser 

& Ellsworth, 2000）を用いて震源を決定した。絶対走時を用いた通常の震源決定および

ダブルディファレンス法で用いた速度構造を図２に示す。2005 年 8 月 16 日に本震が発

生した後、2005 年 8 月 24 日と 31 日に 1981 年の地震(M7.0)のアスペリティ（濃い青の

コンター）の北東端で M6.3 の地震、2005 年 12 月 2 日に本震近傍で M6.6 の最大余震、

2006 年 1月 18 日に 1936 年の地震のアスペリティの南端で M5.7 の地震といった M5.5 を

超える地震が発生している（図３）。震源分布にはいくつかのクラスターが存在する（図

４）。それらは主にプレート境界（山本,2007）周辺に分布するものの、いくつかのクラ

スターには深さ方向に明らかなばらつきがある。たとえば、2005 年の地震のすべり域の

東端付近（図 5）では、海溝軸と平行に地震が分布し、それらの深さは、周辺の地震に

比べて浅い位置で発生している。また、図４の d の領域では、宮城県沖全域と比較する

と、明らかにプレート境界面よりも浅部で地震が発生している（図５）。これらの結果は、

2005 年宮城県沖の地震の余震は、プレート境界上だけではなく、プレート境界面外でも

発生している可能性を示唆する。 

 発震機構解の推定には、OBS と陸上観測点の P 波初動極性データに加えて、陸上観測

点の P 波と S 波の振幅比を用いた。波形記録に 1 から 4Hz バンドパスフィルターを施し

た後、P波、SV 波、SH 波の最大振幅をそれぞれ、上下動成分、radial 成分、transverse

成分から求め、それらの振幅比（SV/P、SH/P）と P波初動極性から発震機構解を求めた。

震源が決定できた地震の 2116 個のうち 22%にあたる 456 個の小・中地震について発震機

構解が得られた。また、発震機構解が得られた地震について発震機構解の特徴に基づき、

プレート境界型とそれ以外（非プレート境界型地震）に分類した。具体的にはプレート

境界で発生した 2005 年の地震の発震機構解と小・中地震の発震機構解 について Kagan

角（Kagan, 1991）を用いて比較することで地震をプレート境界型と非プレート境界型に

分類した。 

 発震機構解が得られた地震の 19％（86 個）がプレート境界型、68%(310 個)が非プレ

ート境界型に分類された。13%（60 個）については発震機構解の決定精度を考慮してど

ちらにも分類しなかった。 

 宮城県沖における発震機構解の分布を図 6 および図 7 に示す。プレート境界型の地震

は主に本震周辺で発生しているのに対し、非プレート境界型の地震は様々な場所で発生

している。非プレート境界型の地震は様々な場所で発生しているが、空間的に均一に分

布しているのではなくいくつかの集中域が存在し、本震近傍と 2003 年の地震のアスペリ

ティの西端付近に非プレート境界型の地震の割合が高い領域が存在する（図 8）。  

本震周辺の（a）の領域では、プレート境界型、非プレート境界型の地震の両者が発生

している。このクラスターは２つのサブクラスターから構成される；（１）海溝に平行す

る北東－南西方向の線形配列をするサブクラスター（図 9で赤破線で囲んだ領域）;（2)

（1)と直交する北西－南東方向に配列するサブクラスター（図 9で緑破線で囲んだ領域）。
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そのうち、（１）海溝軸と平行な方向のサブクラスターでは、プレート境界型の発震機構

解をもつ地震の割合が低く、非プレート境界型の地震が卓越して発生している。逆に、

（２）北西－南東方向のサブクラスターでは、プレート境界型の地震の方が卓越してい

る。 

1981 年のアスペリティの北東端の（b）の領域では、プレート境界型と非プレート境

界型の地震の両者が混在して発生しているが、 1936 年の地震のアスペリティと 2003 年

の地震のアスペリティに挟まれた（c）や 1936 年の地震のアスペリティの南端(d)では、

プレート境界型の地震はほとんど発生せずに非プレート境界型の地震が卓越している。 

 非プレート境界型の地震がプレート境界型の地震に対してどのような位置に分布をす

るかということは応力場を考える上で重要である。地震のタイプごとのプレート境界に

対する深さの差の頻度分布を図 10 に示す。ただし、震源の決定精度の高い領域内につい

てのみ示した。プレート境界型の地震は、プレート境界付近に集中して発生していてお

り、分布のピークは鋭い。すなわち、プレート境界型地震の発生位置はプレート境界面

上またはごく近傍に限定される。一方、非プレート境界型の分布のピークはプレート境

界よりも浅く、裾の広い形状を示す。このことは、非プレート境界型の地震がプレート

境界の近傍のみならず、上盤側や下盤側のプレート内でも発生していることを示す。プ

レート境界型の大地震に伴う余震活動のなかに、プレート境界面から離れた場所で発生

する地震が含まれ、その発震機構解の多くが本震と大きく異なることは，大地震発生に

起因する局所的な応力擾乱が，それらの余震の発生に寄与する可能性を示唆する。 

上述した結果は、地震時すべりの不均質な空間分布により生じる応力擾乱の位置を、

プレート面外で発生する非プレート境界型地震のクラスター的な活動として検出できる

可能性を示すものである。したがって、非プレート境界型地震の活動状況の時空間的な

変化を調べることにより、プレート境界面上におけるすべりの空間分布、あるいはその

原因となるプレート境界面上における摩擦特性の変化に関する情報を抽出できる可能性

がある。 

 次に余効すべりの分布と発生する地震の発震機構解との対応について述べる。Miura 

et al. (2006)と飯沼・他（2007）は、GPS 解析を行うことで 2005 年宮城県沖の地震の

余効すべり域を推定した。余震活動と余効すべりの積算すべり量の比較を図 11 に示す。

本震直後では、余効すべりの大きな領域が本震近傍に存在する。本震直後の余効すべり

の大きな領域とプレート境界型の地震の分布を比較すると、プレート境界型の地震は本

震近傍の余効すべりの大きな領域に集中して発生している。一方で、非プレート境界型

の地震は、本震近傍と余効すべり域の北端および東端で発生している。余効すべりは、

12 月 2 日に最大余震（M6.6）が発生した後、その伝播方向を北へ変え、すべり域の中心

も本震の破壊域の北東側に移った。この時期では、本震直後とは異なり、余効すべりの

大きな領域では、プレート境界型と非プレート境界型の地震のどちらも発生していない

が、余効すべり域の南端では非プレート境界型の地震が継続して発生している。 
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本震発生から約 1 年の余効すべりの積算すべりと地震活動を比較すると、プレート境

界型の地震は余効すべり域内に集中して発生し、余効すべり域ではプレート境界型の地

震の割合が高い。一方、非プレート境界型の地震の活動が活発な領域は、本震近傍を除

くと余効すべり域の端に位置するように見える。このように、宮城県沖地震の余震活動

期間中に発生した地震の発震機構解の空間分布と余効すべりの空間分布の間には、プレ

ート境界型の地震は余効すべりの大きな領域で発生し、非プレート境界型の地震は余効

すべりの大きさが変化する領域で発生するという対応が見られた。  

余震活動の時間変化と余効すべりの時間発展との関係について述べる。図 12(a)から

(d)に、余震活動群（a）から（d）の領域内における地震活動と余効すべりの時間発展と

の関係を示す。発震機構解が得られた地震に対するプレート境界型の地震の割合の時間

変化（波線）を見ると、余効すべりのすべり速度が大きい期間にプレート境界型の地震

の発生割合が高い傾向がみられる。逆に、余効すべりのすべり速度が低下すると共に、

プレート境界型の地震の発生割合も低下する。本震発生直後の期間では、余効すべりが

発生していたと考えられる(a)、(c)、 (d)の 3 領域で、いずれもプレート境界型地震の

割合が高い。その後、余効すべり量の減少に伴って、プレート境界型地震の発生割合も

減少するが、最大余震の震源を含む領域(c)では、最大余震発生後の余効すべりの再活発

化とほぼ同期するようにプレート境界型地震の発生割合も増加している。一方、非プレ

ート境界型の地震の活動は、余効すべりによらず顕著な活動が観測期間内に見られ、非

プレート境界型の地震の活動は余効すべりの時間発展と必ずしも対応関係は見られない。  

Matsuzawa et al. (2004)は、アスペリティで発生した地震の余効変動が近隣するアス

ペリティを破壊することで二次的な余効変動が生じ、さらに次のアスペリティを破壊す

るといった連鎖反応モデルを提唱した。上記のような、宮城県沖地震の余震活動期間中

に見られたプレート境界型の地震は余効すべりと時空間的対応は、この連鎖反応モデル

によって発生様式を解釈することができる。すなわち、非地震性すべり領域の拡大に伴

って、その範囲内のプレート境界上の小アスペリティの破壊が促進され、それがプレー

ト境界型の発震機構解を持つ余震の活発化として観測されたと考えられる。 

一方、非プレート境界型の地震は、余効すべり域の端で多く発生していることとプレ

ート境界の上盤側で発生していることから余効すべりによって直接励起された地震では

なく、余効すべりが起こることによりすべり域の端部で生じる応力擾乱によって励起さ

れた地震であると考えられる。 

上述のように地震活動と余効すべりの間には時空間分布において対応関係が見られた。

本震の地震時すべりと同様に、余効すべりもプレート境界上の摩擦特性の影響を受け、

広域応力場に対して擾乱を与えたと考えられる。したがって、プレート境界型の地震の

活動によって余効すべりの時間発展を、非プレート境界型の地震によって余効すべりの

空間的広がりを監視できる可能性がある。 

 宮城県沖に設置された OBS のデータと陸上地震観測網によるデータを統合処理したデ
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ータを用いた Double-difference トモグラフィー法(Zhang & Thurber, 2003)により、海

域下の P波速度（Vp）および S波速度（Vs）の 3次元構造を高精度で推定した。 

 低Vp、Vsで明瞭にイメージされる海洋性地殻は深さ20～70kmの範囲において、高Vp/Vs

を保ったまま沈み込んでいることがわかった（図 13）。この結果は、北西太平洋におけ

る人工地震探査の結果と、東北日本の陸域下でのトモグラフィ解析による結果をつなぐ

ものであり、これらを総合すると、海洋性地殻は沈みこむ以前から高い Vp/Vs によって

特徴付けられ、その特徴を保持しつつ地下深部にまで沈み込んでいることが明らかとな

った。 

 プレート境界の位置（山本,2007）を基準として、上盤側のマントルウェッジおよび下

盤側の海洋性地殻の内部それぞれについて、宮城県沖地震のアスペリティの分布に対応

するような不均質構造についての検討を行い、次のような特徴を見出すことができた。

（１）マントルウェッジ内においては、アスペリティの周辺では高 Vp および高 Vs であ

り、周囲に比べ Vp/Vs は小さい（図 14）。このことは、アスペリティが分布する領域に

おいては、マントルウェッジの水和がほとんど起こっていないことを示すものであり、

ここで M7 級の地震が繰り返し発生することの原因の一つであると考えられる。（２）海

洋性地殻内においては、2005 年宮城県沖地震の震源周辺において、その周囲に比べて

Vp/Vs が有意に小さい（図 15）。この領域は、1978 年宮城県沖地震の破壊過程において

も破壊開始点に隣接するアスペリティとなっており、2005 年の地震と同様の破壊過程が

繰り返されたと考えられている。破壊の開始点については、1936 年宮城県沖地震もこれ

らの地震に近いことが知られる。本研究によって見出された海洋性地殻内に見られる局

所的な低 Vp/Vs 域が存在することにより、この領域は周囲に比べて応力集中をうけやす

くなるために、大地震の破壊の開始点になりやすい場所となっている可能性がある。 

 

3) GPS によるバックスリップ推定 

GPS 連続観測のデータの解析から推定された、2002 年から 2006 までのプレート間カッ

プリングの推定について報告する。昨年度報告済みであるが、2005 年宮城県沖地震の発

生後にみられた余効すべりの空間分布とその時間変化には、宮城県沖地震の想定震源域

付近以外のプレート境界でのカップリングの変化の影響が及んでいることが示唆されて

いた。そのため、東北地方におけるプレート境界でのカップリングの変化を広域の GPS

データを用いて改めて推定した。 

図 16 に東北地方中南部に設置された GPS の観測点の配置を示す。東北大学によって設

置された GPS 観測点で取得したデータは、公衆回線とモデムを使ったダイアルアップ式

で東北大学まで伝送している。 

得られた GPS 観測データの基線解析には、米国航空宇宙局(NASA)のジェット推進研究

所(JPL)で開発された GIPSY/OASIS-II (GOA-II)による精密単独測位法(Precise Point 

Positioning；以下、PPP 法と呼ぶ) （Zumberge et al., 1997）を用いた。得られる GPS
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観測点の変位の時系列には、プレート間カップリングやプレート間の準静的すべりによ

る地殻変動のほかに、季節変動成分や地震に伴う変動及びアンテナ交換等のサイトメン

テナンスに伴う擬似的なステップ変動が含まれている。そこで、下記の(1)式で示したよ

うな、線形トレンド、年周・半年周成分、地震時変動などのステップ変化からなる関数

を仮定し、最小二乗法により a～gの各係数を推定した。 

+⋅+⋅++⋅= )/2cos()/2sin()( TtdTtcbtatu ππ   

∑
=

−⋅+⋅+⋅
J

j

j
a

j ttHgTtfTte
1

)()/4cos()/4sin( ππ      (1) 

ここで )(tu は観測点座標の時系列、T は 1 年間の日数、 )(tH は階段関数、 j
at は j 番

目の地震の発生日である。また、線形トレンド a について、2002 年から 2006 年までの

全期間に対して一つの値をとるものとした場合、2005 年 8 月 16 日の宮城県沖の地震前

後で違う値になるとした場合、2002年から 2006年までの年ごとに異なる値とした場合、

及び 2002 年から 2006 年までの年ごとに異なりかつ 2005 年は 8 月 16 日を境に値が変化

するとした場合の四通り解析を行なった。図 17 に座標値時系列の例を示す。 

上述の方法により得られた各期間のトレンド成分（観測点の変位速度）をデータとし

て、Yabuki & Matsu’ura (1992)のインバージョン法を用いてバックスリップ分布を推

定した。推定領域の上端及び下端においてバックスリップが 0 となるという拘束条件を

か け た 上 で 、 プ レ ー ト 収 束 方 向 か ら ± 45 度 の 範 囲 に 解 が 求 ま る よ う に

NNLS(Non-Negative Least Square)法を用いて解析を行なった。2002 年から 2006 年まで

の期間について、年毎に、また 2005 年については 8 月 16 日で期間を分けて得られたト

レンド成分を用いた場合の結果を図 18 に示す。これらの図から以下のような特徴を指摘

することができる。 

(1) 2005 年宮城県沖地震以前の期間においては、宮城県沖に非常に強い固着域が存在し

ていた。 

(2) 1994 年三陸はるか沖地震の震源域においてやや強い固着域が存在している。 

(3) バックスリップの大きな (最大値の1/2以上) 領域の西縁は低角逆断層型地震の西

縁(Igarashi et al., 2001)とほぼ一致している。 

(4) 一方でそれよりも深い領域も弱く固着している。 

(5) 2003 年までの期間と、2004 年から 2005 年 8 月までの期間とでは、宮城県沖の固着

域の中心位置が異なっており、やや北へ遷移したように見える。 

(6) 2004 年頃から福島県沖南部で固着がやや強化している。 

(7) 2005 年宮城県沖地震以後の期間では、1978 年の宮城県沖地震の破壊域よりも深い

側の固着が消滅している。 

(8) 小繰り返し地震の活動度と、固着域の分布は概ね調和的である。 

図19にチェッカーボードレゾリューションテストの結果を示す。左図のようにすべり

が無い部分と、プレート収束方向に3 cm/yearのバックスリップに相当するすべり速度を

与えた部分とを配置して、各観測点において期待される変位速度を計算し、計算された
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変位速度の各成分にそれぞれ最大10 % の誤差を乱数で与え、それを元に逆解析を行なっ

た。結果を見ると、海溝付近のすべり分布はほとんど再現できていないのに対し、それ

以外の領域では概ね推定できていることがわかる。なお、再現されたすべり領域は仮定

されたすべり領域に対して面積が狭くなる一方、最大すべり速度は大きめに推定される

傾向も見られる。全体のモーメントの総計では概ね矛盾なく説明できているものと思わ

れるが、実際の推定結果について、すべり領域やすべり量について議論する際にはこの

点に注意を要する。 

図20に、M7.2の地震の発生前である2002年1月1日から2005年8月15日までの期間と、地

震発生後の顕著な余効すべりが終息した後の2006年1月1日から2006 年12月31日までの

期間、それぞれにおけるバックスリップの分布を示す。図には一年当たりの値として示

している。前者については、1997年から2001年までの5年間のデータを用いて同様の解析

をおこなった Suwa et al. (2006) の結果と同様に、宮城県沖で強い固着の傾向を示し

ているのに対し、後者の期間については、地震発生後の余効すべり(Miura et al., 2006)

の影響により、宮城県沖の固着はかなり弱まっているように見える。一方で解析領域の

北側の岩手県北部・青森県沖では、逆にバックスリップ速度の増加傾向が見られる。 

上述のバックスリップ分布の特徴の(7)に関して、GPS の変位時系列に戻ってみてみる

と、2006 年の後半から上下成分に非定常な変動が現れており、特に内陸の点でその変化

が顕著であった。図 21 にいくつかの点における時系列を示す。深部での固着の変化は沿

岸部よりも内陸部に影響を強く及ぼすと考えられ、これらの変位時系列は深部での固着

の弱化（もしくは消滅）を強く示唆する。一方で、年周変動成分が除去し切れていない

ようにも見えるため、今後さらに最近のデータを加えての解析を行ない、トレンドの変

化が確実なものなのかどうかを検証していく必要がある。 

 

4) 相似地震モニタリング 

相似地震は、プレート境界の非地震性すべり域に存在する小さなアスペリティが繰り

返し破壊するために生じると考えられる（Ellsworth, 1995; Nadeau et al, 1995）。す

なわち、小繰り返し地震のアスペリティでは、1)その周囲の非地震性すべりによって応

力が集中し、2)やがてそれがアスペリティの強度の限界に達し、地震が発生する、とい

うサイクルを繰り返す。このような小繰り返し地震発生のメカニズムが正しく、小繰り

返し地震は、その周囲の非地震性すべりに追いつくように発生すると考えると、逆に小

繰り返し地震の積算すべりから、その周囲での準静的すべりの時間変化を推定すること

ができる。 
図 22 は、2007 年一年間に東北日本下のプレート境界において発生した相似地震の分

布を示したものである。本年は昨年までにモニタリングしていた領域に関東地方（北緯

35 度から 36.5 度の範囲）を加え、過去に遡って相似地震活動の再評価を行い、プレー

ト境界面におけるすべり速度を改めて求めた。相似地震の判定基準としては、震央間距

離 40km 以内の過去の地震と波形を比較し、P・S波を含む 40 秒間で 1-8Hz の平均のコヒ

ーレンスが 0.95 以上となるものを相似地震とみなすこととした。 

推定された相似地震活動の時空間分布から計算された、プレート境界面上での滑り速
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度分布の例を図 23 に示す。図 23(a)には 2001 年 1 月までの一年間のすべり速度が示さ

れている。プレート境界型地震発生域の深部ですべり速度が高く、特に三陸はるか沖地

震の破壊域よりも深部、岩手県から青森県の沖にかけてやや高いすべり速度を示す領域

があることが分かる。この傾向は、他の期間においてもそれほど変わらない。一方、2006

年から過去一年間のデータから推定されたすべり速度では、宮城県沖地震や十勝沖地震

のアスペリティ周辺ですべり速度が高まっており、それぞれ 2005 年の宮城県沖の地震

(M7.2)、2003 年十勝沖地震(M8.0)の余効滑りの影響を見て取れる（図 23(b)）。また、GPS

データから得られたバックスリップ分布(図 18、図 20)と比較すると、バックスリップの

大きい領域、即ちプレート間の固着が強い領域においては、相似地震から求められたす

べり速度が概ね小さくなっており、ほぼ調和的な結果を得ることとなった。 

 

5) 2007 年 12 月 25 日の地震 

2007 年 12 月 25 日に M5.6 の地震が宮城県沖で発生した。この地震は、規模は大きく

なかったものの、震央が 1978 年の宮城県沖地震の震源域内であった（図 24）ため、現

在もまだその大部分が固着していると考えられる 1978 年のアスペリティに何らかの影

響を及ぼす可能性も考えられた。このため、地震発生前後の地殻変動並びに相似地震活

動を詳細に検討した。図 25 は、宮城県牡鹿半島周辺の東北大学、および国土地理院の

GPS 連続観測点における、2007 年 12 月 4 日から約 50 日間の座標値変化を示す。なお、

ここで示した座標値は、2005 年 8 月の宮城県沖地震（M7.2）発生前の期間において推定

された季節変動成分とリニアトレンド成分を差し引いたものである。これらの時系列を

Yagi & Kikuchi (2003) のインバージョン法で解析することにより、プレート境界面上

に仮定したすべり分布の時間発展の推定を行った。なお、Yagi & Kikuchi (2003) のイ

ンバージョン法では、座標値時系列の中に地震時地殻変動によるステップ関数的な座標

値変化を複数含むような場合にも適用できるようになっており、ここではそれを利用し

て 2007 年 12 月 25 日の地震に伴う地震時すべりも同時推定した。 

図 26 にインバージョン解析による推定結果とその時の推定誤差を示す。12 月 4 日か

ら 12 月 18 日の期間において、逆断層型の非地震生すべりが発生しているように見える

が、これについては、季節変動の除去がうまくできていない可能性もあり、更なる検討

を要する。同図の赤枠で囲んだパネルは同時推定した 12 月 25 日の地震による地震性す

べりである。地震時すべりの最大値は 12.7cm と推定された。推定されたすべり分布に基

づいてモーメントの積算値を計算した結果、モーメントマグニチュードは 5.7 に相当し

ており、地震学的に推定されたマグニチュードと概ね調和的である。元々の観測された

時系列（図 25）を見ると、ノイズレベルとほぼ同程度の座標値変化ではあるが、震源過

程に関する情報がそれなりに抽出できているものと考えられる。 

 同地震後の相似地震活動を図 27 に示す。等値線で示されている 1978 年宮城県沖地震

の破壊域、並びにその南方及び東方（2005 年の宮城県沖地震のあと、余効すべりが到達

した領域(Miura et al., 2006))）では相似地震活動の活発化は見られず、1978 年宮城

県沖地震の破壊域の北側で活動があったことがわかった。これらの解析結果によれば、

今回の地震に伴い大きな余効すべりが発生しており、想定宮城県沖地震の発生に強い影

響をもたらした、とは考えにくい。 
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図 24 に示されている通り、今回の地震及び 2005 年 12 月 17 日の余震（M6.1）と、Yamanaka 

& Kikuchi(2003)による 1978 年宮城県沖地震の破壊域の北側の大きく滑った部分とはや

や重なりあう関係にあるが、Yaginuma et al.(2006)の推定結果を用いると、地震時に大

きなすべりがあった領域の縁でこれらの地震が発生したように見える。このことは、2005

年の宮城県沖の地震以降のこの地域の諸活動について、想定宮城県沖地震に与える影響

について評価する際には、1978 年宮城県沖地震の破壊域の不確定性についても考慮に入

れる必要があることを示唆している。 
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図 1 平成 19 年度に実施した海底地震観測の観測点配置図。a)第一期、b)第二期、c)第三期、

d)第四期 e)第五期。白丸が全観測点の配置、赤丸が」それぞれの観測期間に海底地震計が

設置されていた地点。 



 33

 

図 2  震源決定に用いた１次元速度構造。実線は堆積総補正を用いた絶対走時の震源決定で

用いた速度構造、破線は Double-difference 法で用いた速度構造を示す。 
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図 3 Double-Difference 法で求めた震源分布。黄星は 2005 年８月 16 日に発生した地震を

示す。赤星は M5.5 以上の地震を示す。（上）震央分布図。カラーコンターは山中(2003)お

よび Yamanaka & Kikuchi (2004)によるアスペリティを示す。（下）上図矩形領域内の鉛直

断面図。実線は山本(2007)によるプレート境界を示す。 
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図 4 2005 年宮城沖の地震の余震における顕著なクラスターの分布。シンボルは図 3 と同

様である。 
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図５ 図 4の領域(a)の拡大図。震源（丸）のカラーは震源の深さを示す。青線は 2005 年

８月の地震の地震時すべり（を示す）。他は図３と同様である。 
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図 5 図 4 の領域(d)の拡大図。シンボルは図 3と図 4と同様である。 
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図 6 発震機構解の空間分布。プレート境界型（上）および非プレート境界型（下）の地震

の発震機構解を赤および緑の震源球で示す（下半球等積投影）。黒点は発震機構解が得られ

なかった地震を示す。カラーコンターは図 3に同じ。 
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図 7 図 6 の矩形領域内の鉛直断面図。（上）プレート境界型の地震（下）非プレート境界

型の地震。 
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図 8 プレート境界型地震の発生割合。発生割合は、0.05°四方の領域内におけるプレート

境界型の地震と発震機構解が推定された全地震数の比で示す。黒点は震源を示す。矩形領

域は図４と同じ． 
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図 9 図４領域(a)におけるプレート境界型地震の発生割合。赤と緑色の破線の楕円は本震

周辺の 2つの地震クラスター。他のシンボルは図３および図 8に同じ。 
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図 10 プレート境界に対する震源の相対的な深さ分布。山本(2007)によるプレート境界か

らの相対的な震源の深さ頻度を示す。分布は震央分布図中（右上）の矩形領域内について

示す。プレート境界型を赤線、非プレート境界型を緑で示す。 
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図 11 プレート境界型の地震（左側）と非プレート境界型地震（右側）の分布と余効すべ

り域の比較。（上）最大余震前。（中）最大余震後。（下）最大余震前と最大余震後の積算。 
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図 12(a) 地震数、プレート境界型と非プレート境界型地震、および余効すべりのすべり速

度の時間変化。図２の領域(a)について示す。本震発生を０日として、縦の灰色実線で、2005

年８月 16 日の地震（本震）（Ｍ7.2）、８月２４日の地震（Ｍ6.3）、12 月２日の最大余震（Ｍ

6.6）、2006 年１月 18 日の地震（Ｍ5.8）が発生した時間を示す。（上）領域内のすべての地

震の累積個数。（中）プレート境界型（赤）と非プレート境界型（緑）地震の累積個数とプ

レート境界型地震の割合（破線）。（下）余効すべりのすべり速度(Miura et al., 2006)。 
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図 12(b)  地震数、プレート境界型と非プレート境界型地震、および余効すべりのすべり

速度の時間変化。図２の領域(b)について示す。他は図 12(a)と同様である。 
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図 12(c) 地震数、プレート境界型と非プレート境界型地震、および余効すべりのすべり速

度の時間変化。図２の領域(b)について示す。他は図 12(c)と同様である。 
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図 12(d） 地震数、プレート境界型と非プレート境界型地震、および余効すべりのすべり速

度の時間変化。図２の領域(b)について示す。他は図 12(d)と同様である。 
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図 13 Double-Difference トモグラフィー法で推定した Vp、Vs および Vp/Vs 構造の鉛直断

面図。右下図中の CC’断面、EE’断面、GG’断面を示す。それぞれ±15km 以内の地震を赤

点で示す。 
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図 14 マントルウェッジ内の Vp/Vs 分布。山本(2007)によるプレート境界の等深度線を青線

で示す。プレート境界よりも2kmから12km浅い領域のVpとVsの平均速度を求めた後、Vp/Vs

比を求めて表示した。赤は Yamanaka & Kikuchi (2004)によるアスペリティ、白線は Yaginuma 

et al.(2006)による 2005 年８月の宮城沖の地震のアスペリティを示す。 
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図 15 海洋性地殻内の Vp/Vs 分布。山本(2007)によるプレート境界の等深度線を青線で示

す。黒コンターは Yamanaka & Kikuchi (2004)によるアスペリティ、白線は Yaginuma et al. 

(2006)による 2005 年８月の宮城沖の地震のアスペリティを示す。 
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図 16 東北地方中南部の GPS 連続観測点分布図。白丸は国土地理院の GEONET 観測点、黒丸

は東北大学の観測点を示す。 
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図 17 GPS データから推定された変位時系列の例(GEONET 久慈の座標変化、固定点は飛島)。

トレンドの推定を、(左上)五年間通して、(右上)2005 年宮城県沖地震以前・以後で分けて、 

(左下)年ごとに、(右下)年ごとに分け、かつ 2005 年を 2005 年宮城県沖地震以前・以後で

分けて、それぞれ行なった。年周・半年周成分を除いた観測値を実線で、推定されたトレ

ンドとステップから期待される座標変化を白縁取りの線で図示してある。赤、緑、青は、

それぞれ、北向き、東向き、上向きの変位を示す。縦方向の破線は大きな(M>6)地震の発生

日を、点線はサイトのメンテナンス日をそれぞれ示す。 

 



 53

 

図 18(a) バックスリップインバージョン解析により推定されたプレート間のすべり欠損

分布(2002 年一年間)。（左上）推定されたすべり欠損分布。コンター間隔は 2cm/yr。丸印

は小繰り返し地震の震源で、赤が当該期間中に発生したもの、灰色が 2002 年から 2006 年

の全期間に発生したものを示す。黒破線は Igarashi et al. (2001)による低角逆断層型地

震の西縁、赤破線はプレート境界面の深さを示す。灰色の等値線は北から 2003 年十勝沖地

震、1968 年十勝沖地震、1978 年(陸側)・1981(海側)・1936 年の宮城県沖地震、2003 年の

福島県沖地震のアスペリティをそれぞれ示す (Yamanaka & Kikuchi, 2003; Yamanaka & 

Kikuchi, 2004; 山中,2003)。（右上）推定されたバックスリップの誤差の分布。等値線間

隔は 1cm。（左下・右下）各期間における GPS 変位速度(黒)と、推定されたバックスリップ

分布から期待される変位速度(白抜き)との比較。★は固定点である飛島を示す。左下は水

平成分、右下は上下成分を示している。 
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図 18(b) (a)に同じ。ただし 2003 年 1 年間の結果を示す。 
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図 18(c):(a)に同じ。ただし 2004 年 1 年間の結果を示す。 
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図 18(d):(a)に同じ。ただし 2005 年 1 月から 2005 年 8 月 16 日の宮城県沖地震（M7.2）発

生前までの期間の結果を示す。 
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図 18(e):(a)に同じ。ただし 2005 年 8 月 16 日の宮城県沖地震（M7.2）発生後から

2005 年 12 月 31 日までの期間の結果を示す。 
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図 18(f):(a)に同じ。ただし 2006 年 1 年間の結果を示す。 
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図 19 チェッカーボードテストの結果。左図のように、すべりが無い部分とプレート収束方

向に 3cm/year のすべり速度を与えた部分とを配置して、各観測点での変位速度を計算し、

変位速度の各成分にそれぞれ最大 10%の誤差を乱数で与え、それを元に逆解析を行なった結

果を右図に示す。 
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図 20 2005 年 8 月 16 日宮城県沖地震前後のバックスリップの分布。（左）2002 年 1 月 1

日から 2005 年 8 月 16 日まで。（右）2006 年 1 月 1 日から 2006 年 12 月 31 日まで。小円

は 2002 年から 2006 までに発生した小繰り返し地震の震源であり、それぞれの期間内に発

生したものを赤、それ以外を灰色で示す。黒破線は Igarashi et al. (2001) による低角逆

断層型地震の西縁を示す。赤破線は想定したプレート境界面の等深線で、間隔は 10 km。 
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図 21 GPS 観測から得られた観測点座標時系列の例。年周・半年周成分、ステップ変動、

2005 年 8 月 16 日以前のトレンドから推定される定常変動成分を除去したものを示す。右下

の地図において赤枠で囲まれている観測点のものを抜き出してある。赤、緑、青は、それ

ぞれ、北向き、東向き、上向きの変位を示す。縦方向の破線は 2005 年 8 月の宮城県沖の地

震及びその最大余震の発生日を示す。 
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図 22 2007 年一年間に発生した相似地震の分布。1月から 12 月まで月ごとに示す。 
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図 23(a):相似地震活動から推定されたプレート境界面上での滑り速度分布の例。2000 年 1

月から過去一年間に遡った期間に発生した相似地震から求めたものを示す。 
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図 23(b): 相似地震活動から推定されたプレート境界面上での滑り速度分布の例。2006 年 1

月から過去一年間に遡った期間に発生した相似地震から求めたものを示す。 
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図 24 2007 年 12 月 25 日宮城県沖地震 (M5.6) に伴う地殻変動。黒矢印：GPS 連続観測点

において観測された地震に伴った水平変動（12 月 20 日から 24 日までの平均座標値を、12

月 26 日から 30 日までの平均座標値から差し引いた結果）。黒等値線：Yagi & Kikuchi (2003) 

のインバージョン法により推定された地震時すべり。等値線間隔は 3cm。赤矢印：推定され

た地震時すべりから計算された水平変動。赤の震源球：2007 年 12 月 25 日の地震（M5.6）。

および同年同月 26 日の地震（M4.6）。青等値線：柳沼（2007）が地震波形インバージョン

により推定した 1978 年宮城県沖地震の地震時すべり分布。等値線間隔は 26 cm。緑等値線：

Yamanaka & Kikuchi (2003) が地震波形インバージョンにより推定した 1978 年宮城県沖地

震の地震時すべり分布。等値線間隔は 50 cm。 
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図 25(a) 2007 年 12 月 25 日宮城県沖地震 (M5.6) 前後の GPS 観測点の経度変化。横軸 22

日目の縦線が M5.6 の地震が発生した 12 月 25 日を示す。 



 67

 

図 25(b) 2007 年 12 月 25 日宮城県沖地震 (M5.6) 前後の GPS 観測点の緯度変化。横軸 22

日目の縦線が M5.6 の地震が発生した 12 月 25 日を示す。 
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図 25(c) 2007 年 12 月 25 日宮城県沖地震 (M5.6) 前後の GPS 観測点の楕円体高変化。横

軸 22 日目の縦線が M5.6 の地震が発生した 12 月 25 日を示す。
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図 26(a) 2007 年 12 月 25 日宮城県沖地震 (M5.6) 前後のプレート境界上のすべりの時空

間変化のスナップショット。Yagi & Kikuchi (2003) のインバージョン法により推定され

たプレート境界上のすべり分布を 12 月 4 日から 1週間毎にスナップショットで示す。右下

の赤枠内のパネルは、同時に推定された 12 月 25 日の M5.6 の地震に伴う地震時すべり分布

を示す。黄色星印は、南側が 2005 年 8 月 16 日の宮城県沖地震（M7.2）、北側が 2005 年 12

月 17 日の M6.1 の地震、大小の赤星印は、2007 年 12 月 25 日の M5.6 の地震と同年同月 26

日の地震（M4.6）の震央を示す。太い等値線は推定誤差 2σ（図 12(b)参照）に相当してい

る。 
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図 26(b) (a)で示したすべり分布の推定誤差。 
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図 27 2007 年 12 月 25 日の宮城県沖の地震（M5.6）以降の相似地震活動。2007 年 12 月 25

日から 2008 年 1 月末までに発生したものを黒の星印で、1984 年から 2008 年 1 月までに発

生したものを、発生深度に応じた色で塗られた丸印にて示す。黄色の星印は 2005 年 8 月 16

日以降に発生した M6 以上の地震。中央やや左上の等値線群は 1978 年の宮城県沖地震(M7.4)

の破壊域（Yaginuma et al., 2006）。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

今年度は 2005 年８月 16 日に宮城県沖で発生した M7.2 の地震の破壊域周辺で発生した地

震について、OBS と陸上観測点のデータを併合処理することにより詳細な震源分布、多数の

地震の発震機構解、陸域—海域にかけて詳細な地震波速度構造を推定した。発震機構解の空

間分布から、プレート境界域で発生する地震活動には、大地震の地震時すべりや余効すべ

りとの間に時空間的な対応関係が見られることがわかった。こうした対応関係が存在する

ことは、プレート境界域で発生する地震の活動の時空間的な変化を、その発震機構解に注

目して解析することによって、プレート間すべりの時空間変化の特徴を抽出することがで

きる可能性を示している。こうした地震活動の解析によりもたらされるすべりの時空間的

な変化に関する情報は、プレート境界面における摩擦特性の空間な不均質を理解する上で

有用であると考える。 

速度構造の詳細な解析から、宮城県沖地震の震源域においては、マントルウェッジは低

Vp/Vs を示すことが分かった。このことは、マントルウェッジの水和がこの領域でほとんど

起こっていないことを示すものであり、ここで M7 級の地震が繰り返し発生することの原因

の一つであると考えられる。また、宮城県沖地震の震源域では、海洋性地殻の Vp/Vs が有

意に小さい。過去に発生した宮城県沖地震が、そのすべり域は異なっていても震源位置が

近いことから、局所的に含水量の少ない海洋性地殻が存在し、それが蛇紋岩化していない

マントルウェッジと接することで破壊の開始点となりうるのかもしれない。今後、人工地

震探査データや、本研究によって得られたプレート境界面などの速度不連続面を仮定した

速度構造解析を行うことで、より高分解能の速度構造推定が可能となり、プレート境界域

におけるすべり現象の棲み分けの成因に迫ることができると考えられる。 

GPS データに基づくプレート間カップリングの推定ならびに相似地震のモニタリングに

関しては、その対象領域を宮城県沖の外へ広げ、宮城県沖以外の領域での現象に起因する、

宮城県沖におけるプレート間すべりの推定に際する問題点を排除することに務めた。その

過程で見いだされた現象の今後の推移を引き続き注意深く調査することが、今後の最重要

課題の一つといえる。 

今年度までの調査研究の成果は、陸上のオンライン観測のデータに基づく GPS および相

似地震解析がプレート間すべり状態を把握するのにきわめて有効であることを示している。

したがって、こうした観測データの処理・解析を準実時間化・ルーチン化することは、プ

レート間すべりの現状を監視する手段として有効であると考えられるため、今後はこうし

た監視システムを実現するための技術開発を進めていく必要がある。特に GPS 時系列デー

タを用いた時間依存逆解析手法に関して、現在使用しているものでは時間方向にプレート

間すべりの分布が急変するような場合、その推定が困難になるという欠点をはらんでおり、

この点を改良した手法を開発し、実用化することが必要である。 
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(3) 平成 20 年度業務計画案 

海底地震計の入れ替えにより、繰り返し海底地震観測を継続するとともに、気象庁と共

同して短期観測型海底地震計を用いた機動的な海底地震観測を行う。こうした観測により

新たに得られるデータを従来の海底地震観測データに加え、プレート境界面上および面外

それぞれにおける地震活動のより詳細な検討を進める。さらにプレート境界付近の応力場

をより詳細な発震機構解の空間分布から推定するとともに、それぞれの位置付近における
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プレート間すべりとプレート境界近傍の応力場の変化の時空間的対応の抽出に努める。 

準静的すべりの時空間発展の準リアルタイム・モニタを実現するために、GPS 観測および

相似地震観測データを準リアルタイムで処理するためのシステムの開発と実用化のための

改良を継続して進める。本学が宮城県内を中心とした地域で整備しつつある陸上 GPS 観測

点のデータと従来の観測点および GEONET のデータとの併合解析を進め、それにより得られ

る地表の変位速度場を用いた逆解析を高度化する。時間方向での急激な変動があっても推

定を精確に行なえる手法の開発・調整を継続し、実用化を目指すとともに、プレート間す

べり分布の時空間変化を即時的に検知できるようなシステムの開発及び異常値があった際

の判定プロセスの確立を行う。また、リアルタイム収録されている陸上観測網の地震波形

データから相似地震を同定し、その位置とすべり量を高精度かつ準リアルタイムで推定す

るための自動処理手法の開発を継続して行い、プロトタイプ・システムの完成を目指す。 

 


